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東京電力株式会社大島給電所向け

設 総合自動化用給電システム
NewTotalComputerSYStemfor Dispatching StationofTokYO Electric PowerCo･.lnc･

我が国の経済発展に伴う電力需要は,増加傾向から安定期に入り,近年では,

供給信頼度とサービスの向上に対する社会的要請が強くなってきている｡この

ような経緯の中で制御用計算機による自動化システムは,業務効率向上,省力

化を主眼として,給電,発変電,配電の各部門で進展を遂げてきた｡これまで

の自動化システムの運用経験と,大形化,高速化,高信頼化を中心とする計算

機技術の発展を生かし,今回,東京電力株式会社では,地方供給系統を対象と

した設備総合自動化システムの開発を行った｡

その一環として,東京電力株式会社大島給電所に日立制御用計算機HIDIC

V90/50を中核とした給電自動化システムが納入され運用を開始した｡本システ

ムは,デュアル運転による信頼性確保のほか,平常時･事故時での系統操作,

試験･訓練機能など,一段と重要な任務を担った多くの自動化機能を持ってい

る｡

n 緒 言

東京電力株式会社では,昭和40年代から,電力系統の自動

化を給電･発変電･配電の各部門で積極的に推進してきた1)｡

これらの自動化は,その時代のニーズに対応したものであっ

たが,電力系統のふくそう(幅湊)化と計算機技術の進展があ

いまって,自動化機能の高度化ニーズは年々高まr)の様相を

呈するようになってきた｡

このような背景のもと,束京電力株式会社では地方供給系

統の運用をつかさどる関係部門が一体となり,よりいっそう

の供給信頼度と需要家サービスの向上,及び電力系統設備の

高効率運用を目指した設備総合自動化システムを開発した｡

日立製作所では,店所給電自動化システムを共同研究を通し

て開発し,このたび東京電力株式会社大島給電所に実証試験

装置を製作納入し,運用を開始した｡

本システムはハイアラーキ構成をなす地方供給系統の運用

のうち店所給電所業務の自動化にかかわるもので,HIDIC

V90/50の2台系システムを2系列化した高信頼度システムと

して実現したものである｡

総合自動化システムの主要テーマは以下のとおりである｡

(1)系統運用(平常時･事故時)での指令と操作の一体化

(2)マンマシン機能を主とした処理業務及び系統運用の標準

化

(3)系統事故時での自動復旧論理の開発と関連部門への迅

速･的確な情報提供

(4)店所給電所と絵合制御所間で連係をとった設備データメ

ンテナンス方式の確立
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(5)システムの信頼度を損なわない運転下での試験･訓練シ

ミュレーション機能の開発

(6)上記を包含した通信ネットワークの形成と系統運用情報

の情報処理方式の統一

8 システムの概要

設備総合自動化システムは図1に示すように店所給電所が

担当する電力系統の運用を稔合自動化するもので275kV,154

kV,66kV,22kV,6.6kV系統を対象としたものである｡

系統運用はハイアラーキ構成に配置された各レベルの制御

用計算機システムが機能分担し,相互連係をとりながら実施

する｡店所給電所と総合制御所,支社･営業所のデータ伝送

はパケット交換方式によるものとし,店所給電所へも専用の

DX(データ集配信装置)を,伝送網の制御用に導入した｡

2.1店所給電所システムの構成

店所給電所システムの構成を図2に示す｡本システムは2

台のCRT(CathodeRayTube)を配置した指令台4台を,マ

ンマシン中核装置(図3)としており次の特長を持っている｡

(1)系統運用情報の集配信機能をつかさどるDXとの結合部

に,高速データ伝送装置(HDIF:High Speed Data Link

Interface)を開発導入した｡多数の伝送回線(9,600bps)によr)

給電所へ収集された系統情報を,DXにて1MbpsのHDIF回線

1ルートに乗せ換える｡DXとの結合の本装置は,光ケーブル

を伝送路として相互に二重化し,高速･大量の情報入出力を

可能にした｡これにより,電力系統設備情報の増加に対し,
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図l設備総合自動化全体構成 中央給電指令所,系統給電指令所は,基幹系統運用をつかさどる｡今回の設備総合自動化は地方供給系統を対

象としており,店所給電所以下が該当する｡

ハードウェアの増設が不要となり,システムの拡張性がより

容易となった｡

(2)漢字プリンタ,漢字CRT,OCR(光学式文字読取り装置),

音声出力装置など,最新の入出力装置を採用することによって,

従来システムに比べ操作性の向上を図ったシステムとした｡

(3)信頼性確保のため主要ハードウェアはすべて二重化構成

をとり,電力系統の監視制御にかかわる計算機の重要処理業

務についてはデュアル処理を基本とした｡

2.2 店所給電所システムの機能概要

店所給電所での系統運用業務の基本は,時々刻々変動する

電力系統の状況を的確に把握し,状況の変化に対しては総合

制御所に適切な指示を与えるとともに,電力供給諸設備(送電

線,変圧器,開閉器など)の保守･点検作業などを,供給信頼

度を損なうことなく,立案･実行することにある｡今回自動

化した機能概要を表1に示す｡

設備総合自動化システムでは,これまでの系統監視,記録

統計,運用計算,平常時系統操作機能の高度化のほかに,電

90

力系統設備の高効率運用と需要家サービスの向上を目的とし

た,停止計画･平常時操作業務及び事故時での対応業務の自

動化を図っている｡

B 主な開発機能の内容と特長

本自動化システムは地方供給系統の捻合運用を目指したも

ので,系統操作をはじめとして種々の新規開発機能が盛り込

まれている｡以下,その主な業務処理機能の内容と高信頼度

システムの実現手法について述べる｡

3.1系統操作

系統運用の目的は良質の電力を効率的かつ高信頼度で需要

家に供給することにあり,そのための系統操作とは,電力系

統の様々な事態に対して行われる電力流通経路上の開閉器の

操作であり,大別して平常時と事故時の二つに分類される｡

3.l.1平常時系統操作

平常時での系統操作の自動化業務の流れは図4に示すよう

に電力系統設備の保守･点検作業などによる停止計画業務か
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図2 店所給電所システムの構成 2台系のロードシェアシステムを2系列化し,系列間でデュアル運転を行うことを基本方式とした高信頼度

システムを実現している｡

図3 東京電力株式会社大島給電所指令室 同一機能の指令台が4卓並んでいる｡系統盤,気象情報表示盤は計算機によ

り馬区動されている｡
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表l店所給電所システムの機能概要 給電システムの自動化業務名と,その自動処理内容を示す｡

No. 業 務 自動化項目 概 要

l 系 統 監 視

潮 流 監 視 有効潮流の運用目標値,連続許容値を監視｡異常発生.復旧はCRT系統図で表示｡

電 圧 監 視 母線電圧の許容範囲について監視｡異常発生,復旧はCRT系統図に表示｡

系 統 状 態

変化の監視
系統状態(CB,LSなど)の変化を監視｡充停電状態を識別L,CRT系統図に表示｡

事 故 監 視 事故を検出し,CRTに系統図,事故内容表示｡CB,RYの動作状況から事故設備判定｡

2 記 貪桑 統 計
記 録 の 保 存 系統の計測値,操作内容,系統構成の保存｡保存期間別(長,中,短期)及び件数指定でファイル｡
編 集 資 料 保存ファイルを編集し,CRT表示及び帳票印字(潮流電圧実績,停止実績,事故原簿記録など)｡

3 停 止 計 画
計画 表 の 作 成 予定停止作業(内容,月･日)の登録(OCR入力)運用者により,停止計画表を会話形編集｡

決定通知の伝達 決定済み予定停止作業を関連機関(総合制御所,工務所,送電所など)へ自動伝達｡

4

5

6

7

8

9

】0

平常時操作

事故時復旧操作

その他操作

系統事故情

運用計算

設備データ

操作件名登録

操作手順表の作成

操作の模擬演習

決定済み停止件名を関連件名で集約し,操作件名(操作手順表の一単位)に編集･登録｡

操作内容に応じ,手順表を作成(3方式)

●論理生成方式:標準操作可能な手順表一定の規則で計算機が自動作成｡

●手動設定方式:CRTによる会話方式｡

●ファイル方式:上記2方式の操作手順をファイル保存し,該当分だけ再利用｡

作成済み手順表を,CRT系統図上で模擬操作(操作手順表の事前チェック)｡

手順 表 の 伝達 作成済み手順表を,事前に当該総合制御所へ自動伝達｡

操作指令の実行 操作手順表とオンライン系統情報を基に,総合制御所などと給電指令の送受を実施｡

給 電 再 送 電 事故検出後,再送電対象送電線があれば,再送電指令を総合制御所へ伝達｡

復旧手順の作成 復旧操作の給電指令手順の自動作成･表示(事故設備切離し,停電設備の復旧操作)｡
復旧指令の実行 系統状態をCRTへ表示,確認しながら,給電指令を総合制御所へ伝達し,系統の復旧を実施｡

緊 急 時 操 作 緊急時対応として,l操作l指令方式により手順表の作成･実行を行う｡

効 率 停 止 操 作 高効率運用のため,軽負荷時間帯の稼動停止及び負荷立上り時の使用操作の自動生成･実行｡

報の自動通報

運用計画計算

最適系統構成計算

系続事故情報(事故,停電検出から復旧操作終了まで)を総合制御所.エ務所などへ通報｡

オンライン系統状態をベースとした運用計算(潮流計算,短絡容量計算‥=‥CRT会話形)｡

任意系統対象の計算も可能(OCR入力)｡

送電損失最小となる系統構成計算｡

設備データの登毒委 電力系統の諸設備をデータベースとして｢ソース+ファイル登表象 目的別に整王里して印字｡
メンテナンス データベースの生成 ｢ソース+ファイルに登録したデータベースを,｢オブジェクト+ファイルヘ展開｡

試 験 試 験 設備データメンテナンス実施後,オフラインで設備データの妥当性をチェック(オンライン業務処理継続)｡

訓 練 訓 練 オフラインで,平常時･事故時の給電指令手順の作成･指令実行を模擬的に行う(オンライン同上)｡

注:略語説明 CB(遮断器),+S(線路開閉器),RY(保護リレー)

ら始まり,当該設備の停止･使用手順の作成及び実行から,

計画と実績の集計処理に至る｡

この一連の業務での操作指令手順表(以下,単に手順表と略

す｡)の自動作成･実行機能は,運用者の負担を軽減すること

になり,安全性の向上と労務環境の改善に大き〈寄与するも

のであり,以下の特長を持っている｡

(1)手順表の作成はアルゴリズムによる論理生成方式を基本

とし,いったん作成された手順表はファイルに登録され,以

降同様の系統操作に対しては,優先的に適用されるため,実

績のある手順による操作が可能となり,安全性を高めている

(論理生成方式による手順表の作成例を図5に示す)｡

(2)店所給電所で作成する手順表は｢××線を使用する｡+と

いった｢目的+とする｢操作+を表す目的指令用語による給

電指令方式を原則とする｡作成された手順表の伝達時には目

的指令用語のほかに当該操作による具体的操作対象機器の状

態を付加することによって,総合制御所が,指令受信内容に

ついて設備と指令用語の組合せ,操作対象機器,系統状態な

どの実行前チェックを行えるようにした,｢操作と指令の一体

化方式+を採用した｡

(3)手順表による実系統操作の実行は1指令台当たり6手順

表,4指令台で24手順表の並列操作が可能である｡

3.l.2 事故時系統操作

電力系統に事故が発生した場合,保護リレーが動作し,数

秒～十数秒後には事故後の状態で系統は安定状態となる｡こ

の安定状態を初期条件として,事故によって停電した系統を

復旧させることを目的とした事故時自動復旧操作方式を開発

した｡
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開 始

停止要求内容の入力と計画の処理(日間･月間･期間･年間計画)

停止作業の決定と関連機関への自動伝達(系統変更も含む｡)

停止件名の集約とそれに基づく操作指令手順表の作成,及び関連

総合制御所･給電所への事前伝達

操作当日での操作指令の実行

計軒実績記韓の保存腐集(予定停止実績･特別高圧需要家停電実績など)

終 了

図4 平常時系統操作自動化業務の流れ OCRシートなどよりの

停止要求入力から停止決定をL,操作指令手順の作成･実行までを自動

化対象としている｡

図6に,給電所と捻合制御所が連係して復旧操作を行う例

を示す｡給電所で復旧操作指令手順表を作成し,総合制御所

では給電所からの指令に基づいて系統操作を実施している｡

給電所で行う復旧手順表の自動作成機能は,潮流計算によっ

て復旧後の予想潮沈分布を算出し,潮流ネックを生じない復

旧後の系統形態を求めた後,事故後の系統を復旧後の形態に

するための手順を作成する方式とし,系統の安全操作を図る

ものとした｡系統復旧論理の基本的考え方は次に述べるとお

りである2)｡

(1)負荷変動予測に対し過負荷を発生させないように復旧さ



停 止 件 名 表

件名
No.

停 止 設 備 操作
分類
予定停止時間 接地着脱箇所申入れ送電線 備 考

α線1+〔A(変)～B(変)〕
作業
停止

8:00～17:00 A(変)

A(変)α線1L CB
作業
停止

8:00～17:00

初

期

系

統

状

態

A㈲

電源

.α線

1+2+

端‥…･A(変)

C

線1L

2+

2L

E

線

負荷端･･‥･･B(変) C(特) D(配) E(特)

(停電切換) (ループ切換)

+ 併用箇所

D(配)

B㈲

■]

図5 論理生成方式による系続操作指令手順表の作成例

系統設備に対L論理生成方式の適用が可能である｡

店所給電所 総合制御所
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操 作 指 令 手 順 表

手順
No.
所名 設備名 機器名 指令用語 備 考

1 C(特)
C線1L
-2L

停電切換
(作業)

2 〝 C線1L
線路
+S

操作ロック

3 D(配) α線2L 至 併 用

4 E(特)
E線1Li ループ切換
→2Ll (作業)

5 〝

E線1L:警賢
操作ロック

6 D(配) α線1L! 併用とく

7 〝 〝
l 作業停止

8 B(変) 〝 l
〝

9 A(変) 〝 I 〝

10 〝 〝 :cB 〝

11 〝 〝 l A接地つける

12-1 〝 作業開始

12-2 A(変) 〝 !CB 〝

13-1 〝 作業終了

13-2 A(変) 〝 ;CB 〝

14 A(変) 〝
l

A接地はずす

15 〝 璃占繰言CB復 旧
16 〝 〝 l 使 用

17 B(変) 〝 ; 復 旧

18 D(配) α線1L
〝

19 〝 〝 併 用

20 E(特)
E線1L;警賢ロック解除

21 E(特) E空託;
ループ切操

(運用)

22 D(配) α線2+:
併用とく

23 C(特) c線1L:線路
!+S

ロック解除

24 〝 C線2L:
→1Ll

停電切換
(運用)

目的指令用語を用いた手順表の作成を基本としている大島給電所システムでは,全

電力系統

事故検出

事故設備判定

復旧形態の決定

1.目標設定

2.論理展開

復旧手順作成

指令伝達

実施確認

終 了

図6 事故時自動復旧方式

事故検出

所内事故

単独復旧

終 了

開 始

指令受信

復旧操作実施

終了報告

終 了

事故発生

復旧操作

完空耳/貢

干干

T

過負荷の予測

による切離し

デ

A

T示

デ

復
旧
投
入

店所給電所と総合制御所が連係Lて,系統復旧操作を実施する例を示す｡
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せる｡

(2)復旧の優先順位は下記とする

(a)事故前の系統により近い形態へ復旧させる｡

(b)上位電圧階級を優先的に復旧させる(対象電圧階級275

kV,154kV,66kV,22kV)｡

(c)変電所の停電母線の復旧を優先,次いで送電線の復旧

を行う｡

(3)事故設備への加電操作,及び事故前後共健全な系統の操

作は行わない｡

(4)復旧操作指令手順表は,平常時操作と同様目的指令用語

を用いて作成する｡

(5)復旧後の系統形態は系統が放射状となるように復旧し,

事故設備修復後の原系統への切戻し操作を容易にする｡

以上の基本的考え方に基づいた,系統復旧論理のフローを

図7に示す｡

3.2 設備データメンテナンスと試験機能

電力系統設備は年々成長変化しているが,これに伴う計算

機内部の設備データベースを,系統の変更に対応して更新し

ていくことは自動化に付帯した運用者の行う業務として位置

づけされている｡

従来,この設備データメンテナンスはメーカーに委託され

る場合が多く,そのため,保守の方法及びソフトウェアの構

成は業務処理ソフトウェア構造を意識した傾向が見られた3)｡

今回開発した設備データメンテナンス方式は,OCR装置と

漢字CRT装置の採用によって,電力設備用語を用いたデータ

の記述法と計算機との対話方式による設備データのメンテナ

ンスが可能となり,マンマシン操作性を大幅に向上すること

ができた｡その機能の主な特長は以下に述べるとおりである｡

(1)電力系統設備は図8に示すように4階層のキーコード体

事故前後系統情報の入手

健全系統の潮流計算

復 旧 方 式 選 定

停電系統(救済対象総
負荷)の潮流計算

応援系統(応援可能電
力)の潮流計算

応援可能電力救済

対象 総 負 荷

過負荷あり

負 荷 切 離 し

復旧決定後の予想
潮 流 計 算

加電範囲の検索

直読計算法による予想潮流

潮流計算結果:Jg

-=---- 復旧優先順位に基づく条件設定

ーーーーーー(

壷串‾‾(
--(
(救済対象総負荷:P

停電系統内の予想潮流値:Jg

最大応援可能電力:

凡=MAX(Poり

po洲N(諾露悪謡)

切離し負荷量:P′=P一凡

P-P-P'

復旧決定後の健全系統の潮流:

(JりNEW

(JりNEW=(Jg)oLD＋P･αよ

復旧操作指令手順表の作成へ

図了 系統復旧論王里の概略フロー 系統復旧論理の概略フローを

示す｡
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系ですべてを分類している(系統操作での操作指令の伝達も,

基本的には本コード体系で実施する)｡

(2)設備データメンテナンスは,前記キーコードに対する属

性データを,順次判明しているものから入力することにより

行う｡不足データ,不合理データについては計算機からのメ

ッセージにより修正･追加などを行う｡
(3)CRTに表示される系統図の作画方式については,繰返し

使用が可能な系統設備形態に対しては,属性データの設定入

力が完了していれば,CRT画面上の表示点を指示するだけで

自動作画できる機能を持っている｡

(4)メンテナンス対象データの設定は現時点から10断面先ま

での設定入力を可能としている｡このことにより,電力系統

設備の拡充計画が判明した時点で,当該設備に関する変更対

象データに運用開始日時を付けて先行設定入力することが可

能となり,運用開始当日にはデータベースの切替(データベー

スは現運用と将来の至近時点用の2面構成としている)だけで

スムーズな新系統での運用が可能になっている｡

(5)メンテナンス機能を用いて保守されたデータベースは,

運用に供する前に試験機能により事前検証ができる｡試験機

能は,更に店所給電所計算機システム単独で行う内部試験と

稔合制御所と連係して行う対向試験の二通りの機能を備える

ことによって,データベースの信頼性をより高める方式とし

ている｡

設備データメンテナンスから運用切替に至る処理の流れを

図9に示す｡

3.3 訓練機能

自動化機能の高度化に伴い,系統運用者が電力系統のひっ

迫した場面に遭遇した場合でも,本システムの機能を十分使

いこなせるように,系統操作の訓練機能を開発した｡実系統

の運用と並行して実行される機能のため,臨場感を味わう上

での制限を伴うが,系統運用者の育成には十分有効な内容で

ある｡訓練機能の開発に当たって,下記を配慮した｡

(1)訓練機能実施時に動作するプログラムはオンライン時に

稼動するプログラムと全く同一ものとした｡

(2)訓練を実施する条件を作る設定機能を別に持つ｡

(3)訓練機能の実行時は実系統のダイナミックな動きを模擬

する｡

(4)訓練用指令台として,指令台(1台)をオンライン運転か

ら切り離す｡

(5)系統盤への訓練状況出力,警報出力及び音声出力は行わ

ない｡

3.4 計算機システムの運転モード

設備総合自動化システムは店所給電所から総合制御所まで

を含めた広義のCBSC(ComputerBasedSupeⅣisoryCon･

trol)方式となり,すべての装置が二重化構成をとっている｡

給電所システムでは図10(a)に示すように,FEP(フロントエン

ドプロセッサ)とHOST(ホストプロセッサ)が密結合によるロ

ードシェア方式で業務分担を行いながら,Ⅰ系とⅡ系が疎結合
方式でデュアル運転を行う4台系システムの構成としている｡

FEPはHDIFを介した系統情報の送受信とリアルタイム情報

の監視制御を分担し,HOSTは論理判断･演算処理機能及び
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設備コード体系

第1レベル

事業所コ ード

送電線コ ード

OLR

UFR

火分リレー

コード

その他設備コード

第2レベル

個別設備コード

総合設備コード

区 間 コ
ー

ド

集約ジャンパコード

ループSVコード

関係箇所コード

その他設備内訳コード(1)

第3レベル

接続子 コ
ード

集約リレーコード

テレメータコード

集約リレーコード

テレメータコード

ジャ ンパコード

事故検 コ
ード

集約ジャンパコード

ループSVコード

トリップ対象コード

転送元(TTS)コード

転送先(TTR)コード

その他設備内訳コード(2)

注:略語説明 0+R(過負荷リレー),]FR(周波数低下検出リレー),

第4レベル

開 閉器 コ
ード

SV(監視情報),TTS〔転送(送信)〕, TTR(転送(受信)〕

｢
-
-
-
-
-
-
⊥

主変圧器

主母線

主母線

｢

l

｢
l

+

_+_

‾■T

l

引込線:
L

l

+
_

分岐王
｢‾

主母線

主母線

発電機

1

1

-

｢
-
■
I
-
-
●

+母

______+

l

_+

l

l

l

:区間
l

1

l

_l_

+_____
___+

｢■‾‾｢

; 儒2レベルでの設備区分(例))
+.___+

図8 設備コード体系と設備区分例 電力系統構成に合わせたコード体系となっているため,計算機内ソフトウェア構造を知らなくてもメンテ

ナンス可能としている｡

メンテナンス

D 〔二重コ
(追加,変更,削除)

ソースディスク

ソース

件 名

(終了)

DG

業務1DG

業務れDG

ソースディスク

ソース

(将来)

注:略語説明 DG(設備データメンテナンスソフトウェア),

計画書

ユーティリティ

l
オンライン用ディスク

オブジェクト

(将来)

オブジェクト

(現用)

業務-1

業務【花

オンライン用ディスク

オブジェクト

(現用)

オブジェクト

(将来)

オンライン業務

指令台
CRT

音声

プリンタ

業務1DG～業務犯DG(各業務個別メンテナンスソフトウェア),業務-1～業務-れ(各業務用プログラム)

図9 設備データメンテナンス機能と試験機能の構造 設備データの入力から,試験までの一連の構造を示す｡
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L__

CP

前処理

前処理

C

口

_1_

共有メモリ

Ⅰ系

Il系

共有メモリ

L

P
ハU

務業主

訂:

務業･王

-
■
+

｢
■
一
-

一

一

+T･

-

･1

-

■

叫+

｢‾‾■‾｢

lロードシェア,迂tL_川+

M

旨

こ_コテュアル
(a)計算機の基本構成図

M

/

/

乙･′つ

､-､

S

M

l

l

+

_.･′二M

＼

R

X

Ⅰ系CPUの運転モード

ⅠⅠ系CP〕の運転モード

＼
一■■一一一■一一一一

(b)遷移図

M(主従運転での主系業務処理モード)

S(主従運転での従系業務処理モード)

R(準備モード)

×(停止モード)

0/F〔オフラインモード(4台のCPUのうち3台停止しているモード)〕

L(リンク装置)

図10 計算機システムの運転モード遷移図 4台系計算機システ

ムの運転方式と,運転モードの遷移を示す｡

マンマシン処理機能を分担している｡

本方式による運転方式の特長は次に述べるとおりである｡

(1)監視･操作に関する処理機能はデュアル処理を行ってい

るため障害発生時などでの処理の完全な連続性を確保するこ

とができた｡

(2)設備データメンテナンス,試験･訓練などのシミュレー

ション機能は,主系･従系のデュアル運転を継続しながら,

従系計算機で処理を行う方式とすることによって,システム

の信頼性向上を図った｡

(3)自動構成制御による最低限の運転範囲は,FEP単独とな

ったときの系統盤での系統監視機能の継続,あるいはHOST
単独となったときのCRTによる系統監視機能の継続とする方

式とした(構成制御による運転モード遷移を図川(b)に示す)｡

また,デュアル運転制御方式は下記の考え方をもとに開発
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されている｡

(1)タスク紫)をその処理内容より目的機能別にグルー70分け

を行う｡

(2)各グループ内のタスク動作順序,ファイル更新順序がⅠ,

Ⅱ系問で同じとなるように制御する｡

(3)各グルー78のタスクは,グループ間で共有するファイル

の更新タイミングを除き,独立に並列実行させる｡

(4)一連の処理の流れの中で,制御情報の入出力時及び演算

処理結果算出時には処理の同期とデータの照合チェックを行

なう｡

(5)障害時の解析支援機能として,タスクの動作トレース機

能を装備している｡

巴 システム導入による効果

設備総合自動化システムの開発目的に沿って,店所給電シ

ステムでは新技術,新方式を採用してシステムの高信頼性を

確保するとともに,自動化項目のレベルアップと機能の充実

を図った｡本システムの導入により期待される効果は次に示

すとおりである｡

(1)電力の安定供給

(2)系統事故発生時の迅速かつ的確な復旧

(3)地方供給系統全体の業務運営の高効率化

(4)各種情報のタイムリーな提供によるサービス性の向上

(5)訓練機能導入による運用技術水準の維持向上

8 結 言

本システムは東京電力株式会社と日立製作所が,昭和55年

8月共同研究の形で開発に着手し,工場での厳重な評価試験

の後,約1年間設備総合自動化関連の東京電力珠式会社墨東

総合制御所及び江東支社,北東京電力所関係の自動化システ

ムの連係試験,対向試験を実施してきた｡昭和62年2月から

実証試験,試運用を開始し,昭和64年まで2年間を実証期間

として,地方供給系統への実運用を通してその成果を検証す

ることになる｡

今後,電力系統の複雑化,社会構造の多様化が進む中で,

本システムの実用化は,地方供給系統の業務運営の効率化,

供給信頼度,サービスの向上に大いに寄与するものと期待し

ている｡
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